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第 章   福生市の現状について 

 

 

１ 福生市の子どもと家庭を取り巻く環境 

（１）人口のまとめ 

① 福生市における人口の推移 

福生市の総人口は、平成14 年の 62,503人をピー

クに人口減少に転じ、平成 31 年には 58,243人と減

少しています。 

年少人口（０～14 歳）は、平成 21 年は 7,695 人

（総人口の 12.7％）でしたが、平成 31 年には6,092

人（総人口の 10.5％）となっている一方で、老年人口

（65 歳以上）については平成 21 年は 11,626 人（総

人口の 19.1％）でしたが、平成 31 年には 14,938

人（総人口の 25.6％）と増加しています。 

 

 

【 年齢３区分別の人口推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（外国人含む・各年１月１日） 

  

0～14歳 15～64歳 65歳以上

資料：住民基本台帳（各年1月1日現在）

6,499 6,403 6,279 6,196 6,092

38,238 37,999 37,768 37,408 37,213

13,816 14,211 14,507 14,780 14,938

58,553 58,613 58,554 58,384 58,243 
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平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年
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年齢３区分別の割合をみても、年少人口は平成 27 年では総人口に対し 11.1％で

したが、平成 31 年には10.5%に、生産年齢人口は平成 27年では総人口の 65.3％

でしたが、平成 31 年には 63.9%に減少しています。老年人口は平成 27 年では総

人口の 23.6%でしたが、平成 31 年には 25 .6%となり、本市においても少子高齢

化が進行しています。 

 

【 年齢３区分別人口構成の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（外国人含む・各年１月１日） 

 

② 福生市における子どもの人口（18 歳未満）の推移 

18 歳未満の子どもの人口は、少子化の進行とあいまって、昭和 55 年以降減少傾

向にあり、平成 31年では 7,501 人となっています。 

全人口に対する子どもの人口の割合を見ても、18 歳未満の子どもの数は、昭和 50

年の約３人に１人（29.6%）から平成 31年には約８人に 1 人（12.９％）と少子化

が進行しています。 

【 子どもの人口（18 歳未満）の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

資料：住民基本台帳（各年１月１日） 

資料：住民基本台帳（各年１月１日現在）

5,848 5,297 4,385 4,609 4,304 3,801 3,237 2,809 2,509 2,354

4,374 4,958
4,799 4,129 3,994 3,656 3,243 2,867 2,573 2,453

1,709 2,058
2,371 2,330 1,944

1,816
1,759

1,602 1,417 1,285

1,500 1,804 2,259 2,578
2,155

1,886
1,806

1,697
1,507 1,409

13,431 14,117 13,814 13,646 
12,397 

11,159 
10,045 

8,975 
8,006 7,501 

29.6 28.9
26.8

23.9

20.6
18.5

16.9
14.8

13.7 12.9
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③ 福生市における年齢別就学前児童数の推移 

年齢別就学前児童数も減少傾向が続いており、平成 22 年は 2,861 人でしたが、

平成 31 年では 2,322人となっており、平成 22 年から９年間で 539人減少してい

ます。 

【 年齢別就学前児童数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：住民基本台帳（各年４月１日） 

 

  

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

資料：住民基本台帳（各年4月1日現在）

441 425 416 355 360

440 422 429 404 348

400 425 402 413 394

397 382 418 401 417

438 398 374 416 388

422 427 404 372 415

2,538 2,479 2,443 2,361 2,322 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)
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④ 東京都・国の人口の推移 

東京都の人口は、年々増加しており、いずれの年代も増加傾向となっています。 

国の人口は、減少傾向となっており、年齢別でみると、老年人口（65 歳以上）は

年々増加しています。 

【 東京都・国の人口の推移 】 

［ 東京都 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳による東京都の世帯と人口（各年１月１日） 

 

 

［ 国 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省人口推計（１月１日の確定値） 

 

 

  

資料：総務省人口推計（1月1日の確定値）

16,367 16,214 16,075 15,738 15,557

78,747 77,572 76,873 76,385 75,807

32,120 33,230 34,095 34,699 35,228

127,234 127,016 127,043 126,822 126,592 

0
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100,000
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0～14歳 15～64歳 65歳以上

0～14歳 15～64歳 65歳以上

資料：住民基本台帳による東京都の世帯と人口（各年1月1日現在）

1,549,711 1,561,180 1,573,377 1,585,129 1,592,986

8,807,361 8,799,478 8,842,864 8,900,040 8,963,434

2,844,969 2,936,928 2,999,105 3,044,881 3,080,924

13,202,041 13,297,586 13,415,346 13,530,050 13,637,344 
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⑤ 出生数 

出生数は平成 27 年以降減少が続いています。平成 29 年には 400 人を下回り、

平成 24 年からの６年間で 61 人減少しています。 

出生率は、平成 24年以降東京 26 市平均を下回っています。 

 

【 出生数及び出生率（人口千対）の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都人口動態統計 

 

⑥ 福生市・東京都・国における合計特殊出生率の比較 

※合計特殊出生率を見ると、平成 30 年で、福生市では 1.30 となっており、東京

都、東京都市部平均に比べ高くなっていますが、全国平均 1.42 に比べると低くなっ

ています。 

 

【 福生市・東京都・国における合計特殊出生率 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都福祉保健局年報 

  

出生数（福生市） 出生率（福生市） 出生率（東京26市平均） 出生数（福生市） 出生率（福生市）

※巻末の用語解説参照 

1.33
1.41

1.34

1.23

1.30

1.15

1.24 1.24
1.21 1.20

1.28

1.32 1.31

1.28

1.27

1.42
1.45 1.44 1.43 1.42

1.00
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1.50

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

福生市 東京都平均 東京都市部平均 国平均
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6.2 6.4
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7.5 

7.2 7.0 
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平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

（人口千対）（人）
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⑦ 東京都市部における合計特殊出生率の比較 

平成 30 年の東京都市部における合計特殊出生率を比較すると、福生市は東京都市

部（26 市）の中で高い方から 14 番目となっています。 

 

【 福生市・東京都市部における合計特殊出生率の比較 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都福祉保健局（平成 30 年） 

 

⑧ 福生市における社会動態 

福生市における社会動態を見ると、社会動態は増減を繰り返しており、平成 30 年

度では、減少しマイナス 261 人となっています。 

 

 【 社会動態の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：事務報告書 

  

転入 転出 社会動態
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⑨ 福生市における年代別転入出の動向 

年代別転入出の動向を見ると、20 代と 70 歳以上を除く年代で転出者が転入者を

上回っています。転入者は 20 代で最も多く 1,472 人、転出者は 30 代で最も多く

2,119人となっています。 

 

【 年代別転入出の動向 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 27 年） 

 

⑩ 福生市における出生から小学校入学までの人口の推移 

出生から小学校入学までの人口の推移を見ると、毎年度の出生児が小学校入学時ま

でに約 90 人減少しています。 

【 出生から小学校入学時点（７歳）までの人口の推移 】 

                                         単位：人 

時点 
平成 19 年 1 月 1 日 

0 歳児 

平成 20 年 1 月 1 日 

0 歳児 

平成 21 年１月 1 日 

0 歳児 

平成 22 年 1 月 1 日 

0 歳児 

平成 19 年 1 月 1 日 493 （0 歳）       

平成 20 年 1 月 1 日 484 （1 歳） 494 （0 歳）     

平成 21 年 1 月 1 日 470 （2 歳） 478 （1 歳） 520 （0 歳）   

平成 22 年 1 月 1 日 452 （3 歳） 448 （2 歳） 490 （1 歳） 483 （0 歳） 

平成 23 年 1 月 1 日 440 （4 歳） 433 （3 歳） 468 （2 歳） 460 （1 歳） 

平成 24 年 1 月 1 日 433 （5 歳） 413 （4 歳） 451 （3 歳） 430 （2 歳） 

平成 25 年 1 月 1 日 430 （6 歳） 413 （5 歳） 466 （4 歳） 442 （3 歳） 

平成 26 年 1 月 1 日 415 （7 歳） 401 （6 歳） 452 （5 歳） 426 （4 歳） 

平成 27 年 1 月 1 日 409 （8 歳） 392 （7 歳） 438 （6 歳） 410 （5 歳） 

平成 28 年 1 月 1 日 411 （9 歳） 390 （8 歳） 431 （7 歳） 409 （6 歳） 

平成 29 年 1 月 1 日 413 （10 歳） 389 （9 歳） 430 （8 歳） 409 （7 歳） 

平成 30 年 1 月 1 日 422 （11 歳） 393 （10 歳） 432 （9 歳） 415 （8 歳） 

小学校入学時の 

人口増減 
-78  -102  -89  -74  

資料：住民基本台帳  

転入者 転出者

資料：住民基本台帳による東京都の世帯と人口（各年１月１日）

（平成21年～平成24年は外国人登録人数を含まない）
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（２）婚姻の動向 

① 未婚率 

未婚率は、男女とも平成 17 年までは増加していましたが、平成 22 年以降減少傾

向となっており、平成27年には男性の25～29歳が69.8％、30～34歳が51.0％、

女性の 25～29歳が 62.6％、30～34 歳が 37.3％となっています。 

東京都平均と比べると、福生市の未婚率は東京都よりも低い数値で推移していまし

たが、平成 27 年には男女ともに 25～29 歳、30～34 歳の未婚率が東京都の数値

を上回っています。 

【 未婚率の推移（男性） 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

【 未婚率の推移（女性） 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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② 平均初婚年齢 

平均初婚年齢は、平成 27 年まで年々増加していましたが、平成 29 年には男女と

もにやや減少し、男性が 32.3 歳、女性が 30.4 歳となっています。昭和 55 年から

平成 29 年までの 37 年間で男性は 3.7 歳、女性は 4.3 歳の上昇が見られます。 

【 平均初婚年齢の推移（東京都） 】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都人口動態統計 
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（３）世帯のまとめ 

① 福生市における世帯数・一世帯数あたりの人数 

世帯数は、人口の減少傾向に反して増加しており、平成 27 年には 27,220世帯と

なっています。それに伴い、一世帯あたりの人数は減少しており、平成27年には2.15

人となっています。 

【 世帯数・一世帯あたり人数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

② 福生市における世帯構成 

世帯構成は、東京都、特別区と比較して、「夫婦のみ」の割合が 18.3%と高く、単

独世帯の割合は 44.8%と低くなっています。また、「男親と子ども」と「女親と子ど

も」をあわせたひとり親家庭の割合は 8.8%と東京都の 7.5%、特別区の 7.3%と比

較して高くなっています。 

【 世帯構成比 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 27 年）  
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③ 福生市における核家族世帯数等の推移 

一般世帯数は、平成 12 年から増加傾向にありますが、核家族世帯数は平成 12 年

以降減少傾向にあります。 

一般世帯に占める核家族世帯の割合を見ても、平成 12 年から減少傾向にあり、平

成 27 年では 46.5％と、平成 12 年に比べ 12.6 ポイント減少しています。 

【 核家族世帯数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

④ 福生市における核家族世帯の内訳 

核家族世帯の内訳を見ると、平成 12 年に比べ、夫婦と子どもから成る世帯の割合

が減少しており、夫婦のみの世帯及び女親と子どもから成る世帯の割合がやや増加し

ています。 

【 核家族世帯の内訳 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

資料：国勢調査 
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25,334 26,386 26,951
27,045

14,965 14,704 14,545 12,565

59.1 55.7
54.0

46.5

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0

10,000

20,000

30,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

(％)(世帯)

夫婦のみの世帯 夫婦と子どもから成る世帯

男親と子どもから成る世帯 女親と子どもから成る世帯

30.1 31.3 33.7 36.6

55.2 52.0 48.3 45.8

2.4 2.7 2.6 2.5

12.3 14.1 15.4 15.1

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

(％)
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⑤ 福生市における６歳未満、18 歳未満の子どものいる一般世帯数 

６歳未満、18 歳未満の子どものいる一般世帯数は、６歳未満の子どものいる世帯、

18 歳未満の子どものいる世帯のどちらも減少しています。平成 27 年の数値を平成

７年と比べると、６歳未満の子どものいる世帯数では約 1,600 世帯、18 歳未満の子

どものいる世帯数では約 3,200 世帯の減少がみられます。 

【 ６歳未満、18 歳未満の子どものいる一般世帯数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

  

６歳未満の子どものいる世帯 18歳未満の子どものいる世帯

3,162 2,824 2,479 2,141
1,517

7,208 
6,556 

6,009 
5,394 

3,940 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（世帯）
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（４）就業のまとめ 

① 福生市における女性の就労 

子どものいる母親の就労状況は、就学前児童の子どもを持つ母親のうち、29.6％が

「フルタイム」、31.9％が「パート・アルバイト等」で働いており、約６割（61.5％）

の母親が就労をしています。 

小学生の子どもを持つ母親では、35.7％が「フルタイム」、41.8％が「パート・ア

ルバイト等」で就労しており、約８割（77.5％）の母親が就労しており、子どもの年

齢が高くなるほど就労割合が高くなる傾向にあります。 

【 母親の就労状況 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援に関するアンケート調査結果報告書(平成 31 年 3月) 

  

フルタイム

35.7%

フルタイムだが、

産休・育休・
介護休業中

0.7%

パート・

アルバイト等
41.8%

パート・アルバイト等だが、

産休・育休・介護休業中
1.0%

以前は就労していたが、

現在は就労していない
16.8%

これまで就労した

ことがない
2.3%

無回答

1.6%

フルタイム

29.6%

フルタイムだが、

産休・育休・
介護休業中

9.1%

パート・

アルバイト等

31.9%

パート・アルバイト等だが、

産休・育休・介護休業中
2.4%

以前は就労していたが、

現在は就労していない

25.1%

これまで就労した

ことがない
0.9%

無回答

1.0%

【 就学前児童 】 

【 小学生 】 
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② 福生市における女性の労働力率の推移 

女性の労働力率を見ると、平成 22 年に比べ、特に 30 歳代において、女性の労働

力率は上昇しており、30 歳代の出産・育児期に落ち込み、再び増加するＭ字カーブは

解消されつつあります。 

【 女性の労働力率 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

③ 福生市における女性の既婚・未婚別の労働力率 

未婚・既婚別女性の労働力率をみると、未婚と既婚では 20、30 歳代で、約 20 ポ

イントの差となっています。 

【 女性の既婚・未婚別の労働力率 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：国勢調査（平成 27 年）  

未婚者 既婚者

65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳
85歳以上

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

15～
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20～

24歳

25～
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30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

（％）

平成22年(福生市) 平成27年(福生市) 平成27年(全国)

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

（％）
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④ 福生市における共働き世帯の状況 

共働き世帯の状況を見ると、夫婦のいる世帯のうち共働き世帯が占める割合は平成

12年では 41.1％、平成 27 年には 44.1％と増加しています。 

子どものいる共働き世帯について見ると、平成 12 年は 4,057 世帯、平成 27 年

には 3,317 世帯と減少していますが、子どものいる世帯のうち共働き世帯の占める

割合は増加しており、平成 27 年には 52.5％と半数を超えています。このことから、

子どものいる世帯の共働きの割合が増加していると見受けられます。 

 

【 共働き世帯の状況 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

 

  

4,057 3,945
3,658

3,317

41.1
41.6 41.8

44.143.8

46.2
47.1

52.5

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（％）(人)

子どものいる共働き世帯数

夫婦のいる世帯のうち、共働き世帯の占める割合

子どものいる世帯のうち、共働き世帯の占める割合
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（５）福生市における保育サービスの現状  

① 認可保育所等の状況 

ア 施設数と入園児童数 

認可保育所等については、令和元年度現在私立保育園が 16 園開設されています。

市内の園全体の定員は 1,395 人ですが、定員の弾力的な運用により、定員以上の児

童が認可保育所等を利用しています。 

 

【 認可保育所等施設数、定員数、在籍児童数の推移（各年４月１日現在） 】 

 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

認可保育所等施設数 13 園 16 園 16 園 16 園 16 園 

定員数（市内） 1,280 人 1,359 人 1,359 人 1,369 人 1,385 人 

市内の園の在籍児童数 

※（）は管外受託児で内数 

1,302 人 

（47 人） 

1,392 人 

（53 人） 

1,391 人 

（45 人） 

1,400 人 

（42 人） 

1,385 人 

（40 人） 

入所率 101.7％ 102.4％ 102.4％ 102.3% 100.0% 

市外の園の在籍児童数 13 人 14 人 16 人 19 人 18 人 

在籍児童数計 1,268 人 1,353 人 1,362 人 1,377 人 1,363 人 

待機児童数 5 人 6 人 0 人 0 人 0 人 
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イ 就学前児童数と保育所在籍児童数 

就学前児童数は年々減少していますが、保育所（認可保育所、認証保育所、認定こ

ども園、小規模保育園を含む。）在籍者数は増加傾向にあります。 

就学前児童数に対する保育所在籍者数の割合を見ると、平成 26 年では 49.6％な

のに対し、平成 30 年では 57.7％と 8.1 ポイント増加し、約６割が保育所に在籍し

ています。 

【 就学前児童数と保育所在籍者数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：就学前児童数：住民基本台帳（各年４月１日）、事務報告書 

保育所在籍者数:子ども育成課（各年４月） 

 

ウ 年齢別保育所（園）の在籍割合 

年齢別保育所（園）の在籍割合を見ると、平成 28 年度以降２歳児の割合は緩やか

な増加傾向が見られます。 

【 年齢別保育所（園）の在籍割合 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：事務報告書（各年度３月１日）  

就学前児童数 保育所在籍者数 在籍割合

2,555 2,538 2,479 2,443 2,361

1,268 1,353 1,362 1,377 1,363

49.6
53.3 54.9 56.4 57.7

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

(％)(人)

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４・５歳

9.2 9.6 9.7 9.5 9.6

13.8 15.1 15.8 16.1 15.9

19.1 18.4 18.3 18.9 20.0

19.3 19.5 17.7 18.8 18.3

38.6 37.3 38.5 36.7 36.1

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

(％)
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エ 待機児童数の推移 

待機児童数を見ると、平成 27 年度は、６人の待機児童がおり、平成 28 年度以降

では、０人となりました。 

 

【 待機児童数の推移（各年４月１日現在） 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都福祉保健局少子社会対策部（各年４月１日現在） 

 

オ 他市との比較 

認可保育所等の施設整備等を積極的に行った結果、待機児童数は、平成 31 年４月

１日現在、４年連続でゼロとなっています。 

 

【 待機児童数 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都福祉保健局少子社会対策部（平成 31 年４月１日現在） 
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② 特別保育の実施状況 

ア 延長保育 

認可保育所等の保育時間は、原則午前７時から午後６時までですが、保護者の労働

時間や通勤事情を考慮して、保育時間を夕方１時間延長する延長保育を全ての認可保

育所等で実施しています。また、２時間延長保育を認可保育所等３園で実施していま

す。 

 

【 延長保育の利用状況 】 

 

項目 

平成 26 年

度 

平成 27 年

度 

平成 28 年

度 

平成 29 年

度 

平成 30 年

度 

実施園数 13 園 16 園 16 園 16 園 16 園 

月平均利用人員 754 人  827 人 694 人  732 人  763 人 

資料：子ども育成課 

 

イ 乳児保育（０歳児） 

乳児保育需要に対応するため、市内全ての認可保育所等（16園）で乳児保育が行

われています。 
 

【 乳児保育の利用状況 】 

 

項目 

平成 26 年

度 

平成 27 年

度 

平成 28 年

度 

平成 29 年

度 

平成 30 年

度 

実施園数 13 園 16 園 16 園 16 園 16 園 

月平均利用人員 99 人 130 人 134 人 131 人 128 人 

資料：子ども育成課 

 

ウ 一時預かり保育 

保護者の育児疲れの解消、短時間労働、急病、冠婚葬祭など、緊急又は一時的な保

育が必要となる子どもを預かる一時預かり保育は全ての認可保育所等で実施していま

す。 

 

【 一時預かり保育の利用状況 】 

 

施設 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

利用 

人数 

利用 

日数 

利用 

人数 

利用 

日数 

利用 

人数 

利用 

日数 

利用 

人数 

利用 

日数 

利用 

人数 

利用 

日数 

認可保 

育所等 
82 人 334 日 79 人 504 日 81 人 667 日 89 人 481 日 76 人 505 日 

資料：子ども育成課 
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エ 休日保育・年末保育 

保護者の就労などのために家庭で保育ができない子どもを預かる休日保育は、すみ

れ保育園、杉ノ子第二保育園で実施しています。 

また、認可保育所等が休園となる 12月 29 日から 31 日までの間、保護者が仕事

などの理由により家庭で保育できない子どもを預かる年末保育は、すみれ保育園で実

施しています。 

 

【 休日保育の利用状況 】 

 

施設 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

利用 

人数 

利用 

日数 

利用 

人数 

利用 

日数 

利用 

人数 

利用 

日数 

利用 

人数 

利用 

日数 

利用 

人数 

利用 

日数 

福生保育園 17 人 148 日 17 人 138 日 24 人 218 日 29 人 274 日 25 人 239 日 

すみれ保育園 

※下段は年末保育 

19 人 

8 人 

62 日 

17 日 

23 人 

9 人 

81 日 

11 日 

23 人 

12 人 

212 日 

17 日 

19 人 

13 人 

176 日 

16 日 

17 人 

5 人 

153 日 

7 日 

合 計 44 人 227 日 49 人 230 日 59 人 447 日 61 人 466 日 47 人 399 日 

資料：事務報告書 

 

オ 病児保育 

保護者が就労等により、子どもが病気の際に自宅での保育が困難な場合、病気の回復

期に至らない子どもを預かる病児保育については「病児保育室あんず（清水小児科・内

科クリニック併設）」で実施しています。 

また、病気の回復期にある子どもを、認可保育所等での集団保育が困難な期間に預か

る病後児保育は、福生保育園で実施しています。 

 

【 病児保育の利用状況 】 

 

施設 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

利用 

人数 

利用 

日数 

利用 

人数 

利用 

日数 

利用 

人数 

利用 

日数 

利用 

人数 

利用 

日数 

利用 

人数 

利用 

日数 

病児保育室あんず - - 107 人 471 日 152 人 610 日 212 人 822 日 201 人 847 日 

福生保育園 27 人 76 日 53 人 217 日 86 人 305 日 88 人 369 日 85 人 250 日 

すみれ保育園 11 人 12 日 15 人 31 日 - - - - - - 

合 計 38 人 88 日 175 人 719 日 238 人 915 日 300 人 1,191 日 286 人 1,097 日 

資料：事務報告書 
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カ 障害児保育 

障害児の保育需要に対応するため、市内全ての認可保育所等で障害児保育が行われ

ています。 

 

【 障害児の利用状況 】 

 

項目 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

実施園数 13 園 16 園 16 園 16 園 16 園 

月平均利用人員 25 人 29 人 31 人 34 人 33 人 

資料：子ども育成課 

 

 

③ 認定子ども園 

保育園と幼稚園の機能をあわせ持つ※認定こども園は、市内に 1 か所、保育所型の

認定こども園が開設されています。 

 

【 認定こども園一覧 】 

 

認定こども園名 定員 

牛浜こども園 66 名 

資料：子ども育成課 

 

④ 乳幼児ショートステイ 

乳幼児ショートステイは、保護者の疾病や出産、冠婚葬祭等のため一時的に家庭で

養育ができないとき、１回につき原則７日以内（宿泊可）で、生後 57 日から小学校

入学前の乳幼児を預かります。 

平成 18 年４月から、社会福祉法人東京恵明学園に委託して実施しています。 

 

【 乳幼児ショートステイの利用状況の推移（年間延べ人数） 】 

 

施設 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

利用 

人数 

利用 

日数 

利用 

人数 

利用 

日数 

利用 

人数 

利用 

日数 

利用 

人数 

利用 

日数 

利用 

人数 

利用 

日数 

東京恵明学園 25 人 29 日 32 人 32 日 41 人 41 日 39 人 39 日 78 人 78 日 

資料：子ども家庭支援課 

  

※巻末の用語解説参照 
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⑤ ファミリー・サポート・センター 

地域において育児の援助を受けたい方（依頼会員）と育児の援助ができる方（提供

会員）から構成され、地域の中で助けあいながら子育てをサポートする会員組織の有

償ボランティア活動です。※ファミリー・サポート・センターには相互援助活動の調

整（コーディネート）をするアドバイザーがいます。 

本市では、平成 25年 10 月から事業を開始しています。 

 

【 ファミリー・サポート・センターの利用状況 】 

 

年度 依頼会員 提供会員 両方会員 会員合計 
利用日数 

（延べ回数） 

平成 26 年度 98 人 45 人 3 人 146 人 940 回 

平成 27 年度 121 人 57 人 3 人 181 人 1,264 回 

平成 28 年度 151 人 65 人 5 人 221 人 816 回 

平成 29 年度 165 人 76 人 7 人 248 人 636 回 

平成 30 年度 177 人 96 人 5 人 278 人 517 回 

資料：子ども家庭支援課 

 

  

※巻末の用語解説参照 
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⑥ 幼稚園の状況 

ア 施設数と在園児数 

私立幼稚園は４園あり、それぞれの建学精神やその教育目標に基づき運営され、幼

児の健やかな成長を支えています。 

幼稚園終了後の※預かり保育は４園全てで実施されており、多様な保育ニーズへの

対応を図っています。 

 

【 令和元年度幼稚園数、在園児数の状況（５月１日現在） 】 

 

幼稚園 年齢 定員 市内在住園児数 市外在住園児数 合計園児数 

私立幼稚園４園 

３歳児 278 人 96 人 24 人 120 人 

４歳児 354 人 110 人 20 人 130 人 

５歳児 357 人 110 人 33 人 143 人 

計 989 人 316 人 77 人 393 人 

資料：子ども育成課 

 

 

イ 就学前児童数と幼稚園在籍者数 

就学前児童数は年々減少傾向にあります。就学前児童数に対する幼稚園在籍者数の

割合を見ると、平成 26年では 19.1％なのに対し、平成 31 年では 15.9％と 3.2 ポ

イント減少しています。 

【 就学前児童数と幼稚園在籍者数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：就学前児童数：住民基本台帳（各年４月１日）、事務報告書 

幼稚園在籍者数: 子ども育成課（各年５月） 

 

  

就学前児童数 幼稚園在籍者数 在籍割合

資料：子ども育成課（各年５月１日現在）

2,555 2,583
2,479 2,443 2,361 2,322

489 433 402 371 376 369

19.1
16.8 16.2 15.2 15.9

15.9

0.0

10.0

20.0

30.0

0

1,000

2,000

3,000

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(％)(人)

※巻末の用語解説参照 
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ウ 福生市における年齢別幼稚園の在籍割合 

年齢別幼稚園の在籍割合を見ると、各年齢の在籍数は人口の増減等に伴う増減があ

るものの、ほぼ横ばいで推移しています。 

 

【 年齢別幼稚園の在籍割合 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども育成課（各年度５月１日） 

 

  

35.6 34.9 39.3 33.4 34.0 34.1

30.9
39.7 30.4

34.0 34.6 35.5

33.5
25.4 30.3 32.6 31.4 30.4

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(％)

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

３歳 ４歳 ５歳
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（６）福生市における学童クラブ・ふっさっ子の広場・児童館の状況 

① 学童クラブの定員数及び入所者数 

登録人員をみると、平成27 年以降、平成 30 年まで増加していましたが、平成 31

年に減少し、693 人となっています。 

 

【 学童クラブの定員数及び入所者数の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども育成課 

 

【 学童クラブの性別学年別入所者数、受入れ可能数及びクラブ数 】 

 

 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 

１年生 
男 87 人 115 人 102 人 104 人 82 人 

女 102 人 85 人 105 人 111 人 96 人 

２年生 
男 74 人 84 人 108 人 89 人 85 人 

女 69 人 92 人 78 人 95 人 104 人 

３年生 
男 48 人 64 人 69 人 92 人 76 人 

女 67 人 65 人 80 人 59 人 85 人 

４～６年

生 

男 39 人 60 人 70 人 89 人 82 人 

女 42 人 71 人 85 人 107 人 83 人 

小計 
男 248 人 323 人 349 人 374 人 325 人 

女 280 人 313 人 348 人 372 人 368 人 

合計 528 人 636 人 697 人 746 人 693 人 

受入れ可能人数 619 人 619 人 730 人 779 人 758 人 

クラブ数 12 12 12 12 13 

資料：子ども育成課 

  

資料：子ども育成課（各年５月１日現在）

619 619
730 779 758

528
636 697 746 693

85.3

102.7
95.5 95.8

91.4

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

0

200

400

600

800

1,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(％)(人)

受入れ可能人数 登録人員 登録人員割合
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② ふっさっ子の広場 

※ふっさっ子の広場は、放課後に小学校内の施設や校庭を利用し、安全な見守りの

中で、子どもが安心して楽しくすごせる「学び・体験・交流」の場として、平成 19

年 10 月から事業を開始しました。 

現在では市内全ての小学校で実施されています。 

 

【 ふっさっ子の広場の参加児童数と実施日数 】 

   平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

一小 
参加児童数 6,326 人 8,672 人 8,249 人 9,504 人 9,596 人 

実施日数 238 日 240 日 240 日 240 日 240 日 

二小 
参加児童数 5,684 人 5,268 人 6,402 人 7,249 人 6,226 人 

実施日数 238 日 240 日 239 日 240 日 240 日 

三小 
参加児童数 8,404 人 9,102 人 8,641 人 9,145 人 9,492 人 

実施日数 237 日 240 日 238 日 240 日 241 日 

四小 
参加児童数 3,845 人 6,317 人 8,098 人 6,758 人 6,211 人 

実施日数 237 日 236 日 238 日 239 日 239 日 

五小 
参加児童数 4,208 人 4,823 人 4,538 人 6,250 人 5,860 人 

実施日数 237 日 239 日 238 日 239 日 240 日 

六小 
参加児童数 7,728 人 7,893 人 7,292 人 7,769 人 10,079 人 

実施日数 240 日 239 日 238 日 239 日 240 日 

七小 
参加児童数 5,111 人 4,469 人 4,827 人 4,633 人 4,619 人 

実施日数 239 日 241 日 240 日 241 日 240 日 

合計 
参加児童数 41,306 人 46,544 人 48,047 人 51,308 人 52,083 人 

実施日数 1,666 日 1,675 日 1,671 日 1,678 日 1,680 日 

 

【 学童クラブとふっさっ子の広場の開所時間比較 】 

項目 

学童クラブ（延長育成時間を含む） 

※児童館併設学童クラブのみ午後８時ま

で延長可能 

ふっさっ子の広場 

月～金曜日（４月～９月） 下校時から午後７時まで 授業終了時から午後６時まで 

月～金曜日（10 月～３月） 下校時から午後７時まで 授業終了時から午後５時まで 

土曜日 午前８時から午後７時まで － 

長期休業期間（夏季） 午前８時から午後７時まで 午後１時から午後６時まで 

長期休業期間（冬季） 午前８時から午後７時まで 午後１時から午後５時まで 

 

※巻末の用語解説参照 



36 
 

③ 児童館 

田園児童館・武蔵野児童館・熊川児童館の３館が開設されており、指定管理者によ

る管理・運営がされています。 

児童館では子どもたちが遊びを通しての仲間づくりなど様々な活動を行っていま

す。幼児の遊び場や親子事業もあり、保護者の交流の場にもなっています。また、子

育てに関する情報交換や相談にも応じています。 

 

【 児童館利用者の推移 】 

 

年度 田園児童館 武蔵野台児童館 熊川児童館 合計 

平成 26 年度 22,062 人 28,106 人 24,427 人 74,595 人 

平成 27 年度 24,225 人 33,535 人 23,566 人 81,326 人 

平成 28 年度 24,123 人 35,417 人 25,590 人 85,130 人 

平成 29 年度 24,512 人 34,538 人 24,677 人 83,727 人 

平成 30 年度 22,839 人 32,399 人 22,577 人 77,815 人 

資料：子ども育成課 

 

 

 

 

（７）子ども家庭支援センター  

子ども家庭支援センターは、子どもと家庭に関する市民の身近な相談窓口として、

相談業務のほか、子育てに関する情報提供や子育てグループへの支援等を行っていま

す。平成 17年７月に開設、平成 20年１月には従来型から児童虐待の未然防止や早

期発見の観点が強化される先駆型に移行し、機能の充実を図っています。 

 

【 各種相談事業の概要 】 

 

年度 養護相談 保健相談 障害相談 非行相談 育成相談 その他の相談 計 

平成 26 年度 7,994 件 290 件 135 件 33 件 1,437 件 63 件 9,952 件 

平成 27 年度 5,899 件 295 件 261 件 43 件 1,854 件 6 件 8,358 件 

平成 28 年度 8,071 件 221 件 407 件 21 件 1,102 件 6 件 9,828 件 

平成 29 年度 11,361 件 111 件 374 件 2 件 776 件 29 件 12,653 件 

平成 30 年度 11,480 件 48 件 133 件 0 件 1,100 件 12 件 12,773 件 

資料：子ども家庭支援課 
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（８）子育て世代包括支援センター  

※子育て世代包括支援センターは、平成 30 年 4 月に保健センター2 階に開設しまし

た。妊娠届出から始まり、妊産婦と乳幼児等の状況を継続的・包括的に把握し、妊産婦や

乳幼児の保護者の相談に保健師等の専門家が対応するとともに、必要な支援の調整や関

係機関との連絡調整をするなどして、妊産婦や乳幼児等に対して切れ目ない支援を提供

します。また、臨床心理士等が市内幼稚園、保育園の巡回相談を行い、子育てや発達等の

課題についての相談にも応じています。 

 

【妊娠届出及び妊婦面接者数】 

項目 平成 30 年度 

妊娠届出数 420 人 

転入を含む妊婦面接数 454 人 

 

【巡回相談及び心理個別相談状況】 （ ）内は延べ数 

項目 平成 30 年度 

巡回相談訪問件数（定期） 93 回 

定期巡回訪問相談件数 342（801）人  

心理個別相談件数 109（362）人  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※巻末の用語解説参照 
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（９）福生市の保育・教育施設等の配置状況  
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２ アンケート調査結果からみえる現状 

（１）調査の概要  

① 調査対象者  

ア 就学前児童の保護者     1,200 人 

（回収：576 人、回収率：48.0％） 

イ 小学生の保護者及び小学４年生～６年生本人  1,200 人 

（回収：619 人、回収率：51.6％） 

ウ 中学生の保護者及び本人         600 人 

（回収：300 人、回収率：50.0％） 

 

② 調査方法 

・就学前児童、小学生、中学生の保護者にそれぞれ異なる調査票を郵送により配

布・回収 

・小学４年生～６年生本人、中学生本人には保護者調査票と一緒に郵送により配

布・回収 

 

③ 抽出方法 

平成 30 年 10 月１日現在の福生市在住 0歳～14 歳までのお子さんを住民基本台

帳から無作為に抽出 

 

（２）子どもと家族の状況について 

① 日常的・緊急時にみてもらえる親族・知人の有無 

「緊急時もしくは用事の際には祖父母

等の親族にみてもらえる」の割合が

60.9％と最も高く、次いで「日常的に祖父

母等の親族にみてもらえる」の割合が

28.5％、「いずれもいない」の割合が

12.0％となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、大きな

変化は見られません。 

 

 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 576)

平成25年度調査

(回答者数 = 599)

％

日常的に祖父母等の親族にみ

てもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖
父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる
友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子
どもをみてもらえる友人・知人
がいる

いずれもいない

無回答

28.5

60.9

2.8

9.5

12.0

1.4

25.0

63.4

2.3

14.4

12.4

1.0

0 20 40 60 80 100

【就学前児童調査】 
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② 母親の就労状況 

「パート・アルバイト等で就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない」の割合

が 31.9％と最も高く、次いで「フルタイ

ムで就労しており、産休・育休・介護休業

中ではない」の割合が 29.6％、「以前は就

労していたが、現在は就労していない」の

割合が 25.1％となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、「フル

タイムで就労しており、産休・育休・介護

休業中ではない」「パート・アルバイト等で

就労しており、産休・育休・介護休業中で

はない」の割合が増加しています。一方、

「以前は就労していたが、現在は就労して

いない」の割合が減少しています。 

 

③ 母親の就労意向（就労者の就労意向） 

「パート・アルバイト等の就労を続ける

ことを希望」の割合が 51.3％と最も高く、

次いで「フルタイムへの転換希望はあるが、

実現できる見込みはない」の割合が

25.9％となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、「パー

ト・アルバイト等の就労を続けることを希

望」の割合が増加しています。一方、「パー

ト・アルバイト等をやめて子育てや家事に

専念したい」の割合が減少しています。  平成30年度調査

(回答者数 = 197)

平成25年度調査

(回答者数 = 165)

％

フルタイムへの転換希望があ
り、実現できる見込みがある

フルタイムへの転換希望はある

が、実現できる見込みはない

パート・アルバイト等の就労を
続けることを希望

パート・アルバイト等をやめて子

育てや家事に専念したい

無回答

8.6

25.9

51.3

1.0

13.2

6.1

25.5

43.0

6.1

19.4

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 574)

平成25年度調査

(回答者数 = 598)

％

フルタイムで就労しており、産
休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、
産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労して
おり、産休・育休・介護休業中で
はない

パート・アルバイト等で就労して
いるが、産休・育休・介護休業
中である

以前は就労していたが、現在は
就労していない

これまで就労したことがない

無回答

29.6

9.1

31.9

2.4

25.1

0.9

1.0

22.9

6.0

25.3

2.3

38.6

3.3

1.5

0 20 40 60 80 100

フルタイム 

【就学前児童調査】 

フルタイム 

就労していない 

【就学前児童調査】 
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④ 母親の就労意向（未就労者の就労意向） 

「1 年より先、一番下の子どもが（  ）

歳になったころに就労したい」の割合が

36.2％と最も高く、次いで「子育てや家事

などに専念したい（就労の予定はない）」の

割合が 27.5％、「すぐにでも、もしくは１

年以内に就労したい」の割合が 23.5％と

なっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、「子育

てや家事などに専念したい（就労の予定は

ない）」の割合が増加しています。一方、「1 

年より先、一番下の子どもが（  ）歳に

なったころに就労したい」の割合が減少し

ています。 

 

 

⑤１年より先、一番下の子どもが（ ）歳になったころに就労したい 

「６歳～７歳」の割合が 29.6％と最も

高く、次いで「２歳～３歳」の割合が

27.8％、「４歳～５歳」の割合が 24.1％

となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、「４歳

～５歳」の割合が増加しています。一方、

「６歳～７歳」「８歳～９歳」の割合が減少

しています。 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 54)

平成25年度調査

(回答者数 = 118)

％

０歳～１歳

２歳～３歳

４歳～５歳

６歳～７歳

８歳～９歳

10歳～11歳

12歳～13歳

14歳～15歳

16歳～17歳

18歳以上

無回答

5.6

27.8

24.1

29.6

0.0

1.9

1.9

0.0

0.0

0.0

9.3

0.0

5.1

28.0

14.4

34.7

7.6

5.1

0.8

0.0

0.0

0.0

4.2

0 20 40 60 80 100

％

子育てや家事などに専念したい
（就労の予定はない）

1 年より先、一番下の子どもが（
）歳になったころに就労したい

すぐにでも、もしくは１年以内に
就労したい

無回答

27.5

36.2

23.5

12.8

0.0

18.3

47.0

19.9

14.7

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 149)

平成25年度調査

(回答者数 = 251)

【就学前児童調査】 

【就学前児童調査】 
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（３）平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について  

① 平日の定期的な教育・保育事業の利用の有無 

「利用している」の割合が 78.3％、「利

用していない」の割合が 21.5％となって

います。 

子どもの年齢別でみると、１・２歳の「利

用している」の割合も 74.1％となってお

り、３歳未満児のニーズの高さがわかりま

す。 

 

② 平日の定期的に利用している教育・保育事業 

「認可保育所（国が定める最低基準に適

合した施設で都道府県等の認可を受けた

もの）」の割合が 68.3％と最も高く、次い

で「幼稚園（通常の就園時間の利用）」の割

合が 20.0％となっています。 

子どもの年齢別でみると、すべての年齢

で「認可保育所」が高く、０歳で 91.7％、

１・２歳で 76.4％、３歳～５歳で 62.9％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全 体 （回答者数 = 451）

０歳 （回答者数 = 24）

１・２歳 （回答者数 = 140）

３～５歳 （回答者数 = 278）

％

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ほっとサービスやファミリー・サ

ポート・センター

その他

無回答

20.0

6.2

68.3

3.1

1.3

0.9

0.9

2.0

0.2

0.0

0.4

4.2

0.7

0.0

0.0

91.7

4.2

0.0

4.2

0.0

4.2

0.0

0.0

0.0

8.3

0.0

3.6

0.7

76.4

2.1

3.6

1.4

1.4

2.9

0.7

0.0

0.7

8.6

1.4

29.5

9.4

62.9

3.2

0.4

0.4

0.7

1.4

0.0

0.0

0.4

1.8

0.0

0 20 40 60 80 100

全 体 （回答者数 = 576）

０歳 （回答者数 = 95）

１・２歳 （回答者数 = 189）

３～５歳 （回答者数 = 283）

系列1

％

利用している

利用していない

無回答

78.3

21.5

0.2

25.3

74.7

0.0

74.1

25.4

0.5

98.2

1.8

0.0

0 20 40 60 80 100

【就学前児童調査】 

【就学前児童調査】 
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③ 平日、定期的に利用したい教育・保育事業 
(「現在は利用していないが、新たに教育・保育施設を利用したい」と答えた
方） 

「認可保育所（国が定める最低基準に適

合した施設で都道府県等の認可を受けた

定員 20 人以上のもの）」の割合が 46.6％

と最も高く、次いで「幼稚園（通常の就園

時間の利用）」の割合が 44.7％、「幼稚園

の預かり保育（通常の就園時間を延長して

預かる事業）」の割合が 25.2％となってい

ます。 

子どもの年齢別でみると、すべての年齢

で「認可保育所」と「幼稚園」の割合が高

くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全 体 （回答者数 = 103）

０歳 （回答者数 = 58）

１・２歳 （回答者数 = 42）

３～５歳 （回答者数 = 3）

％

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育所

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

44.7

25.2

46.6

11.7

8.7

2.9

1.0

1.0

1.0

0.0

1.9

1.0

1.9

36.2

20.7

58.6

17.2

13.8

5.2

1.7

1.7

1.7

0.0

1.7

0.0

0.0

57.1

31.0

28.6

4.8

2.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.4

4.8

33.3

33.3

66.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

33.3

0.0

0.0

0 20 40 60 80 100

【就学前児童調査】 
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（４）地域の子育て支援事業の利用状況について  

① 地域子育て支援拠点事業の利用状況 

「利用していない」の割合が 77.4％と

最も高く、次いで「※地域子育て支援拠点

事業（子ども家庭支援センター、児童館の

乳幼児対象事業や保育園で実施している

ひろば事業、子育て相談事業）」の割合が

16.5％となっています。 

子どもの年齢別でみると、０歳で「地域

子育て支援拠点事業」の割合が高く、３～

５歳で「利用していない」の割合が高くな

っていることから、子どもの年齢によって

ニーズに違いがあることがわかります。 

 

 

 

② 地域子育て支援拠点事業の利用希望 

「新たに利用したり、利用日数を増やし

たいとは思わない」の割合が 59.9％と最

も高くなっています。 

子どもの年齢別でみると、「新たに利用

したり、利用日数を増やしたいとは思わな

い」の割合について、０歳で低く、３～５

歳で高くなっていることから、上記の利用

状況と同様で、子どもの年齢によってニー

ズに違いがあることがわかります。 

  
全 体 （回答者数 = 576）

０歳 （回答者数 = 95）

１・２歳 （回答者数 = 189）

３～５歳 （回答者数 = 283）

系列1

％

利用していないが、今後利用し
たい

すでに利用しているが、今後利

用日数を増やしたい

新たに利用したり、利用日数を

増やしたいとは思わない

無回答

4.7

0.3

59.9

35.1

6.3

0.0

33.7

60.0

5.3

0.5

56.1

38.1

3.9

0.4

71.0

24.7

0 20 40 60 80 100

全 体 （回答者数 = 576）

０歳 （回答者数 = 95）

１・２歳 （回答者数 = 189）

３～５歳 （回答者数 = 283）

系列1

％

地域子育て支援拠点事業

その他福生市で実施している類
似の事業

利用していない

無回答

16.5

3.1

77.4

3.0

31.6

4.2

61.1

3.2

20.6

3.7

71.4

4.2

8.5

2.5

87.6

1.4

0 20 40 60 80 100

【就学前児童調査】 

【就学前児童調査】 

※巻末の用語解説参照 
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（５）病気等の際の対応について  

① 子どもが病気やケガで通常の事業の利用ができなかった経験の有無 

「あった」の割合が 78.5％、「なかった」

の割合が 16.9％となっています。 

就労状況別にみると、フルタイム及びパ

ート・アルバイトで子どもが病気やケガで

通常の事業の利用ができなかった経験が

多くあることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

② 子どもが病気やケガで通常の事業の利用ができなかった場合の対応 

「母親が休んだ」の割合が 81.6％と最

も高く、次いで「（同居者を含む）親族・知

人に子どもをみてもらった」の割合が

35.6％、「父親が休んだ」の割合が 33.3％

となっています。 

就労状況別にみると、フルタイム及びパ

ート・アルバイトで「母親が休んだ」の割

合が９割超えており、就労形態に関わらず

母親が休んで対応していることがわかり

ます。 

 

  

％

父親が休んだ

母親が休んだ

（同居者を含む）親族・知人に子
どもをみてもらった

父親又は母親のうち就労してい
ない方が子どもをみた

病児・病後児の保育を利用した

ベビーシッターを利用した

ほっとサービスやファミリー・サ
ポート・センターを利用した

仕方なく子どもだけで留守番を
させた

その他

無回答

33.3

81.6

35.6

15.3

19.2

2.0

1.7

1.7

2.3

2.5

45.3

90.6

44.7

3.8

23.9

1.3

0.6

1.3

1.3

3.8

28.7

91.3

34.0

10.0

18.0

2.7

2.7

2.0

4.0

0.7

7.3

12.2

7.3

80.5

4.9

2.4

2.4

2.4

0.0

4.9

0 20 40 60 80 100

全 体 （回答者数 = 354）

フルタイム （回答者数 = 159）

パート・アルバイト（回答者数 = 150）

就労していない （回答者数 = 41）

全 体 （回答者数 = 451）

フルタイム （回答者数 = 189）

パート・アルバイト（回答者数 = 184）

就労していない （回答者数 = 71）

％

あった

なかった

無回答

78.5

16.9

4.7

84.1

9.5

6.3

81.5

16.3

2.2

57.7

38.0

4.2

0 20 40 60 80 100

【就学前児童調査】 

【就学前児童調査】 
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（６）一時預かり等の利用状況について  

① 不定期の教育・保育の利用状況 

「利用していない」の割合が 85.2％と

最も高く、次いで「保育所の一時預かり保

育（私用など理由を問わずに保育所などで

一時的に子どもを保育する事業）」の割合

が 11.1％となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、「保育

所の一時預かり保育（私用など理由を問わ

ずに保育所などで一時的に子どもを保育

する事業）」の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 576)

平成25年度調査

(回答者数 = 599)

％

保育所の一時預かり保育（私用
など理由を問わずに保育所な
どで一時的に子どもを保育する
事業）
幼稚園の預かり保育（通常の就
園時間を延長して預かる事業の
うち不定期に利用する場合の
み）

ほっとサービスやファミリー・サ
ポート・センター（地域住民が子
どもを預かる事業）

夜間養護等事業：乳幼児ショー
トステイやトワイライトステイ
（児童養護施設等で休日・夜
間、子どもを養育する事業）

ベビーシッター

その他

利用していない

無回答

11.1

7.8

1.4

1.2

1.6

1.0

85.2

2.3

3.8

10.2

1.5

0.8

1.2

0.5

83.8

1.5

0 20 40 60 80 100

【就学前児童調査】 
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（７）小学校就学後の過ごさせ方について  

① 就学前児童保護者の小学校就学後（低・中学年）の放課後に過ごさせたい場所 

「学童クラブ」の割合が 68.5％と最も

高く、次いで「ふっさっ子の広場」の割合

が 40.2％、「自宅」の割合が 31.5％とな

っています。 

平成 25 年度調査と比較すると、「学童

クラブ」の割合が増加しています。一方、

「ふっさっ子の広場」の割合が減少してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 就学前児童保護者の小学校就学後（高学年）の放課後に過ごさせたい場所 

「自宅」、「習い事（ピアノ教室、サッカ

ークラブなど）」の割合が 62.0％と最も高

く、次いで「学童クラブ」の割合が 30.4％

となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、「学童

クラブ」の割合が増加しています。一方、

「祖父母宅や友人・知人宅」「習い事（ピア

ノ教室、サッカークラブなど）」「ふっさっ

子の広場」の割合が減少しています。 

 

 

 

  平成30年度調査

(回答者数 = 92)

平成25年度調査

(回答者数 = 102)

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカーク
ラブなど）

学習塾

児童館

ふっさっ子の広場

学童クラブ

ファミリー・サポート・センターの
サービス

公園

図書館

その他

無回答

62.0

10.9

62.0

23.9

10.9

28.3

30.4

2.2

18.5

10.9

0.0

6.5

0.0

62.7

23.5

72.5

-

9.8

42.2

17.6

3.9

-

-

25.5

5.9

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 92)

平成25年度調査

(回答者数 = 102)

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカーク
ラブなど）

学習塾

児童館

ふっさっ子の広場

学童クラブ

ファミリー・サポート・センターの
サービス

公園

図書館

その他

無回答

31.5

8.7

30.4

6.5

5.4

40.2

68.5

3.3

6.5

3.3

1.1

5.4

0.0

40.2

13.7

49.0

-

5.9

57.8

48.0

0.0

-

-

9.8

5.9

0 20 40 60 80 100

【就学前児童調査】 

【就学前児童調査】 
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③ 小学生保護者の小学校就学後の放課後に過ごさせたい場所 

「自宅」の割合が 55.8％と最も高く、

次いで「習い事（ピアノ教室、サッカーク

ラブなど）」の割合が 53.9％、「公園」の

割合が 31.5％となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、「習い

事（ピアノ教室、サッカークラブなど）」「ふ

っさっ子の広場」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 中学生保護者の小学校就学後の放課後に過ごさせたい場所 

「自宅」の割合が 78.3％と最も高く、

次いで「学習塾」の割合が 54.0％、「習い

事（ピアノ教室、サッカークラブなど）」の

割合が 37.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度調査 （回答者数 = 300）

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカーク

ラブなど）

学習塾

児童館

公園

図書館

その他

無回答

78.3

15.7

37.3

54.0

2.3

5.7

12.3

14.7

2.0

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 616)

平成25年度調査

(回答者数 = 268)

【中学生調査】 

【小学生調査】 

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカーク
ラブなど）

学習塾

児童館

ふっさっ子の広場

学童クラブ

ファミリー・サポート・センターの
サービス

公園

図書館

その他

無回答

55.8

16.2

53.9

19.6

13.1

31.3

27.9

1.0

31.5

14.3

2.4

1.6

0.0

56.7

19.0

60.8

-

10.4

47.4

30.6

0.4

-

-

24.3

0.4

0 20 40 60 80 100
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（８）※育児休業制度の利用状況について  

① 育児休業の取得状況と、育児休業の取得日数 

育児休業を「取得した（取得中である）」が母親では 40.6％、父親は 6.9％となってい

ます。また、母親の取得日数では「301 日～400 日」が 28.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

100 日以下

101 日～200 日

201 日～300 日

301 日～400 日

401 日～500 日

501 日～600 日

601 日以上

無回答

6.8

11.5

17.1

28.2

5.6

8.1

5.1

17.5

92.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

7.5

0 20 40 60 80 100

母 親 （回答者数 = 234）

父 親 （回答者数 = 40）

母 親 （回答者数 = 576）

父 親 （回答者数 = 576）

％

働いていなかった

取得した（取得中である）

取得していない

無回答

43.8

40.6

13.9

1.7

1.0

6.9

80.0

12.0

0 20 40 60 80 100

【就学前児童調査】 【就学前児童調査】 

※巻末の用語解説参照 
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② 育児休業を取得していない理由 

母親では、「子育てや家事に専念するため退職した」の割合が 32.5％と最も高く、次い

で「職場に育児休業の制度がなかった（就業規則に定めがなかった）」の割合が 17.5％、

「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」、「有期雇用のため育児休業の取得要件を

満たさなかった」の割合が 11.3％となっています。 

父親では、「仕事が忙しかった」の割合が 38.0％と最も高く、次いで「職場に育児休業

を取りにくい雰囲気があった」の割合が 33.2％、「収入減となり、経済的に苦しくなる」

の割合が 32.8％となっています。 

 

 

単位：％ 

 件
数 

職
場
に
育
児
休
業
を
取
り
に
く
い
雰
囲
気
が
あ
っ
た 

仕
事
が
忙
し
か
っ
た 

（
産
休
後
に
）
仕
事
に
早
く
復
帰
し
た
か
っ
た 

仕
事
に
戻
る
の
が
難
し
そ
う
だ
っ
た 

昇
給
・
昇
格
な
ど
が
遅
れ
そ
う
だ
っ
た 

収
入
減
と
な
り
、
経
済
的
に
苦
し
く
な
る 

保
育
所
（
園
）
な
ど
に
預
け
る
こ
と
が
で
き
た 

配
偶
者
が
育
児
休
業
制
度
を
利
用
し
た 

配
偶
者
が
無
職
、
祖
父
母
等
の
親
族
に
み
て
も
ら
え
る
な
ど
、
制
度
を
利
用
す

る
必
要
が
な
か
っ
た 

子
育
て
や
家
事
に
専
念
す
る
た
め
退
職
し
た 

職
場
に
育
児
休
業
の
制
度
が
な
か
っ
た
（
就
業
規
則
に
定
め
が
な
か
っ
た
） 

有
期
雇
用
の
た
め
育
児
休
業
の
取
得
要
件
を
満
た
さ
な
か
っ
た 

育
児
休
業
を
取
得
で
き
る
こ
と
を
知
ら
な
か
っ
た 

産
前
産
後
の
休
暇
を
取
得
で
き
る
こ
と
を
知
ら
ず
、
退
職
し
た 

そ
の
他 

無
回
答 

母親 80 11.3 5.0 2.5 10.0 - 3.8 2.5 - 2.5 32.5 17.5 11.3 2.5 3.8 25.0 10.0 

父親 461 33.2 38.0 0.9 4.3 5.9 32.8 2.0 27.8 30.6 1.1 14.1 0.9 2.4 - 6.9 5.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【就学前児童調査】 
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（９）子育て全般について  

① 就学前児童の保護者の気軽に相談できる相談先 

「祖父母等の親族」の割合が 82.6％と

最も高く、次いで「友人や知人」の割合が

73.4％、「保育士」の割合が 40.9％とな

っています。 

平成 25 年度調査と比較すると、「保育

士」の割合が増加しています。一方、「友人

や知人」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 530)

平成25年度調査

(回答者数 = 564)

％

祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

子育て支援施設（児童館等）

保健センター・保健所

保育士

幼稚園教諭

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

自治体の子育て関連担当窓口
（子ども家庭支援センター等）

インターネット・ＳＮＳ

その他

無回答

82.6

73.4

11.1

8.1

9.6

40.9

12.6

0.4

15.5

4.0

7.2

4.7

0.6

0.0

81.7

78.7

9.2

4.3

13.3

32.6

16.8

0.2

12.2

1.6

5.9

3.5

0.4

0 20 40 60 80 100

【就学前児童調査】 
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② 小学生保護者の気軽に相談できる相談先 

「友人や知人」の割合が 81.1％と最も

高く、次いで「祖父母等の親族」の割合が

74.4％、「小学校教諭」の割合が 36.1％

となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、「小学

校教諭」「塾などの習い事の先生」の割合が

増加しています。一方、「祖父母等の親族」

の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 546)

平成25年度調査

(回答者数 = 308)

％

祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

子育て支援施設（児童館等）

保健センター

保育士・幼稚園教諭

小学校教諭

学童クラブ指導員

自治体の子育て関連担当窓口
（子ども家庭支援センター等）

ふっさっ子の指導員

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

塾などの習い事の先生

インターネット・SNS

その他

無回答

74.4

81.1

13.0

7.1

2.0

6.0

36.1

9.2

4.6

4.8

1.3

11.4

14.8

2.9

3.8

0.0

0.0

80.5

82.5

17.9

3.9

2.6

4.2

30.5

8.4

-

-

0.6

0.0

1.9

4.9

3.2

0.0

0 20 40 60 80 100

【小学生調査】 
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③ 中学生保護者の気軽に相談できる相談先 

「友人や知人」の割合が 78.7％と最も

高く、次いで「祖父母等の親族」の割合が

76.0％、「中学校教諭」の割合が 30.3％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度調査 （回答者数 = 267）

％

祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

子育て支援施設（児童館等）

保健センター

保育士・幼稚園教諭

小学校教諭

中学校教諭

学童クラブ指導員

自治体の子育て関連担当窓口

（子ども家庭支援センター等）

ふっさっ子の指導員

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

塾などの習い事の先生

インターネット・SNS

その他

無回答

76.0

78.7

11.2

2.2

1.5

1.1

6.4

30.3

0.7

4.5

0.0

1.9

6.7

18.4

1.9

4.9

0.4

0 20 40 60 80 100

【中学生調査】 
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④ 子育てで不安や負担と感じること 

就学前児童調査では、「子どものしつけに不安がある」が最も高く、小学生調査及び中学

生調査では、「子育てにかかる経済的な負担が大きい」が最も高くなっています。 

 

単位：％ 

 
 

件
数 

子
ど
も
の
健
康
に
不
安
が
あ
る 

子
ど
も
の
発
育
・
発
達
に
不
安
が
あ
る 

子
ど
も
の
食
事
や
栄
養
に
不
安
が
あ
る 

子
ど
も
の
教
育
に
不
安
が
あ
る 

学
校
で
の
教
育
内
容
が
変
わ
っ
て
き
て
い
る
こ
と
に
不
安
が
あ
る 

子
ど
も
の
し
つ
け
に
不
安
が
あ
る 

子
ど
も
の
友
だ
ち
づ
き
あ
い
に
不
安
が
あ
る 

子
ど
も
の
将
来
の
進
路
に
つ
い
て
不
安
が
あ
る 

配
偶
者
の
協
力
が
少
な
い 

配
偶
者
と
子
育
て
の
意
見
が
合
わ
な
い 

子
育
て
に
か
か
る
経
済
的
な
負
担
が
大
き
い 

子
育
て
の
大
変
さ
を
身
近
な
人
が
理
解
し
て
く
れ
な
い 

配
偶
者
以
外
に
子
育
て
を
手
伝
っ
て
く
れ
る
人
が
い
な
い 

地
域
の
子
育
て
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
内
容
や
利
用
・
申
込
方
法
が
よ
く
わ
か
ら
な
い 

住
宅
が
狭
い 

相
談
相
手
が
い
な
い 

そ
の
他 

不
安
や
負
担
な
ど
は
感
じ
な
い 

無
回
答 

就学前児童 576 14.6 20.0 25.5 32.6 12.0 44.4 28.1 22.0 14.1 6.9 34.9 4.5 11.5 6.6 14.1 0.7 5.0 6.3 2.6 

小学生 616 9.3 17.5 13.3 34.4 12.0 29.2 35.6 33.1 10.2 5.8 36.0 2.4 5.8 1.9 10.1 1.6 4.4 9.9 2.8 

中学生 300 11.3 13.0 11.3 35.7 13.0 22.3 23.0 52.7 11.0 10.3 53.7 4.3 5.0 3.7 11.3 2.7 6.0 6.3 3.7 

 

 

⑤ 子育てで必要な支援・対策 

就学前児童調査では、「保育サービスの充実」が最も高く、小学生調査及び中学生調査で

は、「子どもの教育環境」が最も高くなっています。 

 

単位：％ 

 

件
数 

地
域
に
お
け
る
子
育
て
支
援
の

充
実 

保
育
サ
ー
ビ
ス
の
充
実 

子
育
て
支
援
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

づ
く
り 

地
域
に
お
け
る
子
ど
も
の 

活
動
拠
点
の
充
実 

妊
娠
・
出
産
に
対
す
る
支
援 

乳
児
の
育
児
に
対
す
る
支
援 

子
ど
も
の
教
育
環
境 

子
育
て
し
や
す
い
住
居
・ 

ま
ち
の
環
境
面
で
の
充
実 

仕
事
と
家
庭
生
活
の
両
立 

子
ど
も
を
対
象
に
し
た 

犯
罪
・
事
故
の
軽
減 

特
別
な
支
援
を
要
す
る 

児
童
へ
の
支
援 

特
別
な
支
援
を
要
す
る
児
童
の

た
め
の
療
育
施
設
の
設
置 

不
妊
治
療
費
等
の
助
成 

そ
の
他 

無
回
答 

就学前児童 576 22.6 28.5 6.6 11.1 12.0 5.7 21.4 16.1 31.1 17.7 3.6 3.0 6.9 3.3 26.2 

小学生 616 28.2 14.6 8.3 21.8 4.7 1.1 43.0 26.8 34.9 29.5 11.2 5.7 4.1 2.1 9.1 

中学生 300 26.0 12.3 5.0 14.3 6.0 3.0 39.3 28.7 35.0 23.3 14.7 8.0 4.0 4.7 10.3 

 

 

  

【就学前児童調査・小学生調査・中学生調査】 

【就学前児童調査・小学生調査・中学生調査】 
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⑥ 就学前児童保護者における地域に対する子育て環境がしやすいか否かの考え方 

「ある程度そう思う」の割合が 46.7％

と最も高く、次いで「そう思う」の割合が

26.9％、「わからない」の割合が 11.8％

となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、「そう

思う」の割合が増加しています。一方、「あ

まりそう思わない」の割合が減少していま

す。 

子育てしやすいという理由として、子育

て支援が盛んであるという意見がある一

方で、子育てしやすいとは思わない理由と

して、医療費や都市整備についての意見が

ありました。 

 

 

⑦ 小学生保護者における地域に対する子育て環境がしやすいか否かの考え方 

「ある程度そう思う」の割合が 46.9％

と最も高く、次いで「そう思う」の割合が

22.6％、「あまりそう思わない」、「わから

ない」の割合が 12.0％となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、「そう

思う」の割合が増加しています。 

子育てしやすいという理由として、保育

サービスや児童館、ふっさっ子の広場など、

子育て支援が盛んであるという意見があ

る一方で、子育てしやすいとは思わない理

由として、不審者情報や都市整備について

の意見がありました。 

 

 

 

 

 

 

平成30年度調査

(回答者数 = 616)

平成25年度調査

(回答者数 = 337)

％

そう思う

ある程度そう思う

あまりそう思わない

そう思わない

わからない

無回答

22.6

46.9

12.0

3.9

12.0

2.6

12.8

50.4

15.1

8.0

12.2

1.5

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 576)

平成25年度調査

(回答者数 = 599)

％

そう思う

ある程度そう思う

あまりそう思わない

そう思わない

わからない

無回答

26.9

46.7

9.9

3.0

11.8

1.7

0.0

17.5

46.4

15.5

6.0

12.4

2.2

0 20 40 60 80 100

【就学前児童調査】 

【小学生調査】 



56 
 

 

 

⑧ 中学生保護者における地域に対する子育て環境がしやすいか否かの考え方 

「ある程度そう思う」の割合が 40.7％

と最も高く、次いで「そう思う」の割合が

21.3％、「わからない」の割合が 15.7％

となっています。 

子育てしやすいという理由として、保育

サービスやふっさっ子の広場など、子育て

支援が盛んであり、地域活動がしっかりし

ているという意見がある一方で、子育てし

やすいとは思わない理由として、障害に対

する支援、学力についての意見がありまし

た。 

 

  

平成30年度調査 （回答者数 = 300）

％

そう思う

ある程度そう思う

あまりそう思わない

そう思わない

わからない

無回答

21.3

40.7

12.0

5.3

15.7

5.0

0 20 40 60 80 100

【中学生調査】 
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（10）子ども本人調査について  

① 若者向けに福生市に必要な場所 

若者向けにどんな場所がもっと福生市

にあればよいと思うかについて、小学生本

人調査では、「思いっきり身体を動かせる

場所」の割合が 54.7％と最も高く、次い

で「趣味仲間が自由に集まれる場所」の割

合が 32.8％、「静かに勉強したり本が読め

る場所」の割合が 29.4％となっています。 

中学生本人調査では、「思いっきり身体

を動かせる場所」の割合が 45.7％と最も

高く、次いで「趣味仲間が自由に集まれる

場所」の割合が 30.0％、「インターネット

が自由に使える場所」の割合が 29.3％と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

小学生本人 （回答者数 = 296）

中学生本人 （回答者数 = 300）

％

大きな音（楽器演奏など）を出し
てもよい場所

思いっきり身体を動かせる場所

気軽におしゃべりできる場所

自分のなやみ相談に乗ってくれ
る場所

趣味仲間が自由に集まれる場
所

インターネットが自由に使える
場所

静かに勉強したり本が読める場
所

その他

特にない

無回答

16.2

54.7

25.3

9.8

32.8

25.7

29.4

11.8

7.8

3.0

18.3

45.7

20.3

4.3

30.0

29.3

19.3

12.3

14.7

5.3

0 20 40 60 80 100

【 小学生本人調査・中学生本人調査 】 



58 
 

３ 第１期計画の評価 

計画の適切な進行管理を進めるため、庁内関係各課を中心に年度ごとに事業目標の

設定、実施状況の確認、対策の実施を行いました。「福生市子ども・子育て審議会」で

は、施策の実施状況について点検・評価を行いました。また、結果については公表し

ました。 

【第１期計画の評価】、【計画期間中の主な取組】は､平成 27年度から平成 30 年度

の事業目標の実施状況を総括し、基本目標単位で取りまとめました。 

各事業の進捗評価（Ａ評価：実施率 90％以上 Ｂ評価：実施率 50～90％未満 Ｃ

評価：実施率 50％未満 D 評価：実施なし）については、直近となる平成 30 年度

の評価を掲載しています。 

 

（１）「基本目標１ 家庭・地域における子育ての支援」について  

【第１期計画の評価】 

共働き家庭だけでなく在宅で子育てをする家庭やひとり親家庭、障害児を養育して

いる家庭など、全ての子育て家庭への支援を求められていることから、子育ての孤立

を防ぎ、負担の軽減、児童虐待の早期発見と適切な対応などの体制の整備を地域社会

全体で支援してきました。 

平成 30 年度において、目標全体では 85 事業のうち、平成 30年度のＡ評価は 75

事業、達成率は 88％（75 事業/85事業）であり、おおむね高い達成率となっていま

す。また、Ｂ評価は 12％（10 事業/85事業）、Ｃ評価はありませんでした。 

 

【計画期間中の主な取組】 

子ども家庭支援センターにおいて、「ふっさ子育てなんでも相談」など、身近な相談

機関として、子どもと家庭から総合的な相談に応じて支援を行っています。更に、利

用者支援事業として保育サービスに関する情報の集約と提供を行うとともに相談に応

じるなど相談体制の充実を図りました。また、子ども家庭支援センター、児童館、保

育園において、子育てひろば事業を実施し、孤立しがちな子育て家庭を対象に、子育

て相談や子育てサークルの支援を行っています。また、児童虐待については早期発見

や適切な対応を図るため、要保護児童等に対する支援体制を強化しています。 

平成 30 年４月からは、新たな事業として、安心して子育てできる環境の充実を図

るため、保健センターを一部改修し、「子育て世代包括支援センター｣を開設しました。

母子保健事業に関する専門知識を有する保健師や、臨床心理士等が常駐し、一人ひと

りの状況に応じた、妊娠期から子育て期（主に未就学児）にわたる切れ目のないサポ

ートを行っています。  
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ほかに、市内事業者とともに子育て家庭に経済的な支援を行う「子育て支援カード」

を発行することで、子育て家庭を地域で応援しています。更に、自由参加型の放課後

子ども教室である「ふっさっ子の広場」は、市内全７小学校で実施され、小学生の居

場所となっています。 

新たな事業として、医療的ケアが必要な児童に対し、適切な支援を実施するための

保育園への看護師派遣や、テレビ電話の活用による多言語通訳サービスの実施、生活

困窮世帯の子どもや被保護世帯の子どもに対する週１回の学習支援及び居場所の提供

を実施しています。 

 

【第２期計画に向けた課題】 

未就学児調査・小学生調査において、身近に協力者がいない保護者の割合は１割前

後となっています。また、未就学児調査では、子育てに関して気軽に相談できる先と

して、配偶者、祖父母等親族、友人や知人が上位となっていますが、５年前に比べ、

保育士の割合が高くなっています。 

世帯所得によって、子育て情報の提供への課題や、経済的な支援を強く求めるニー

ズも見られました。 

今後は、家庭環境等の変化により多様化する相談に応えられるよう、情報提供及び

相談業務の充実を図るとともに、関係機関との更なる連携を深め、安心して子育て・

子育ちができるよう地域ぐるみで子どもを見守る体制を整えていく必要があります。 

更に、支援を必要とする子どもや、困難を抱えた家庭の子どもが健やかに成長する

ために、一人ひとりの個性と能力に応じた配慮や、子どものライフステージに合わせ

た、行政の各分野（保健、保育、教育、福祉等）が総合的に支援する仕組みが重要で

す。 

また、放課後の居場所に対するニーズが更に高まることが予測される中、地域の人

材や地域資源を活用した段階的な子どもの居場所づくりが求められます。また、子ど

もの成長を支えるために、子どもの遊び・学び・食事を通じて、心身ともに健やかに

育ち、望ましい未来をつくるために必要な力を培う環境づくりを進めていくことが重

要です。 



60 
 

 

（２）「基本目標２ 母と子の健康を守り増進する」について  

【第１期計画の評価】 

母子の健康を確保するため保健、医療、福祉及び教育の分野間の連携を図り、母子

保健施策等を充実するとともに、※食育や思春期保健対策を推進してきました。 

平成 30 年度において、目標全体では 41 事業のうち、平成 30年度のＡ評価は 38

事業、達成率は 93％（38 事業/41事業）であり、おおむね高い達成率となっていま

す。Ｂ評価は５％（２事業/41 事業）、Ｃ評価はありませんでしたが、Ｄ評価は２％

（１事業「心の健康に関わる専門医の配置」/41 事業）でした。 

 

【計画期間中の主な取組】 

保健センターにおいて、パパママクラスやすくすくベビークラス等の親子同士が交

流でき、子育てについて悩みを話し合える場を更に充実して、多くの親子の参加を促

進するとともに、子どもの発達段階に応じた正しい情報提供と相談体制を充実してき

ました。   

平成 31 年４月から、産後に家族等の援助が受けられない産婦や乳児に対し、母親

の身体的回復と心理的な安定等を促す「産後ケア事業」を開始しました。  

更に、特別な配慮が必要な子どもについては、早期対応・早期療育につなげるため、

乳幼児家庭全戸訪問事業等を通じ、保健・医療機関等関係機関と連携し、適切な対応

が実施できるよう支援体制を強化しました。 

また、児童・生徒を取り巻く不登校などの様々な問題について、教育相談室、学校

適応支援室、スクール※ソーシャルワーカー、アドバイザリースタッフを活用すること

により、総合的・専門的な支援を行い、児童・生徒の精神的健康の増進を図りました。  

 

【第２期計画に向けた課題】 

未就学児調査では、子育て世代包括支援センターの相談事業及び巡回相談事業につ

いて、認知度が低くなっているものの、事業が開始して年数がたっていないことも影

響しているものと思われます。 

地域の子ども・子育て支援事業の実施に当たり、妊娠・出産期からの切れ目ない支

援に配慮することが重要であり、母子保健関連施策との連携確保が必要です。このた

め、妊婦に対する健康診査をはじめ、母子保健に関する知識の普及、妊産婦等への保

健指導その他母子保健関連施策等を推進することが必要となります。 

 

※巻末の用語解説参照 
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また、子どもの健やかな育ちのために、現在実施している妊娠から出産、乳幼児期

と連続した支援に加え、悩みを気軽に相談できる機会と場所の提供の強化や思春期保

健事業の推進など、切れ目のない支援の充実を図り、個々の状況に寄り添いながら支

援していくことが必要です。そのためにも既存事業について多様な媒体を通じた周知

啓発が必要です。 

 

 

（３）「基本目標３ 子どもの健やかな育ちを支援するまちづくり」について  

【第１期計画の評価】 

保育所、幼稚園との連携を保ちながら子どもの将来を見据えた子育て支援が求めら

れており、家庭、地域の教育力を高め、学校教育の充実を図ってきました。また、豊

かな人間性や社会性を培い、確実な学力を身に付けることが大切であるため、各学校

は特色ある教育課程を編成・実施し、開かれた学校づくりに取り組んできました。 

平成 30 年度において、目標全体では 47 事業のうち、平成 30年度のＡ評価は 42

事業で、達成率は 89％（42 事業/47 事業）となっています。また、Ｂ評価は９％

（４事業/47 事業）、Ｃ評価はありませんでしたが、D 評価は２％（１事業「心の健

康に関わる専門医の配置（再掲）」/47事業）でした。 

 

【計画期間中の主な取組】 

多様な保育サービスとして、市内認可保育所と小規模保育事業所における低年齢児

保育の充実や、待機児童対策として一定期間継続的に児童を預かる定期利用保育を実

施しました。また、平成 28 年度から平成３０年度にかけて、４つの認可保育所を建

て替え・改修し、定員を増やしました。こうした取組により、福生市では平成 28 年

度から平成 31 年度まで４年連続で、４月入所における「待機児童数ゼロ」を達成し

ています。 

更に、平成 27 年度には市内で病児保育を開設、その後も対象年齢を拡大するなど

の充実を図り、令和元年度からは、待機児童となった０歳児から２歳児を対象に、保

育園が決まるまでの間ベビーシッターを利用できる「ベビーシッター利用支援事業」

を始めるなど、子育て中の保護者をサポートしていく取組を実施しています。 
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学齢期の子どもへの支援としては、保育所・幼稚園から小学校における教育へ円滑

に移行できるよう連携を図るとともに、臨床心理士による保育所・幼稚園、小学校へ

の巡回相談等を実施しています。巡回相談については、平成 28 年度より子ども家庭

支援センター、平成 30 年度より子育て世代包括支援センターが加わり、複数の部署

が合同で行うことにより、相談体制の更なる充実を図っています。 

放課後対策としては、児童館内の学童クラブにおいて、夜８時までの延長育成を行

っています。また、夏休みなどの長期休暇期間中は、午前７時３０分からの延長育成

を行っています。 

 

【第２期計画に向けた課題】 

未就学児調査では、５年前と比べ、母親のフルタイム就労が増加し、未就学児童を

もつ母親の７割はなんらかの就労をしています。また、母親のパートタイム就労して

いる１割はフルタイムへの転換見込みがあると回答しています。 

更に、幼稚園・保育所・認定こども園等の無償化が実施された場合、「現在利用して

いる教育・保育施設を継続して利用したい」が７割と高いものの、「現在は利用してい

ないが、新たに教育・保育施設を利用したい」が２割弱となっています。 

また、小学生調査・中学生調査ともに、若者向けにどんな場所がもっと福生市にあ

ればよいと思うかについて、「思いっきり身体を動かせる場所」の割合が最も高く、次

いで「趣味仲間が自由に集まれる場所」となっています。 

今後は、こうした状況を踏まえ、保育サービスや学童クラブの充実を図るとともに、

放課後の居場所づくりに取り組んでいく必要があります。 

子どもが生活の大半を過ごす家庭の環境は、子どもの成長に大きく影響します。そ

のため、これから親になる世代や子育て中の親が、子どものしつけや生活習慣の見直

し、家庭内での教育力を高めるための家庭教育に関する学習を支援する必要がありま

す。 

その一方、子どもの成長にとってより良い環境づくりを進めるためには、家庭のみ

ならず、地域全体で子どもを育てていくという意識を醸成し、地域での教育力も高め

ていくことが重要です。 
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（４）「基本目標４ 子育てと仕事を両立できるまちづくり」について  

【第１期計画の評価】 

育児休業制度の普及等により、年度途中の保育所への入所希望は増える傾向にある

ため、認可保育所の定員の増や認定こども園の新設を行い、保護者がスムーズに社会

へ復帰できるよう子育て環境の充実を図り、子育てと仕事の両立が可能となる保育サ

ービスの提供ができるよう努めてきました。 

平成 30 年度において、目標全体では 7 事業のうち、平成 30 年度のＡ評価は６事

業、達成率は 86％（６事業/７事業）となっています。また、Ｂ評価は 14％（１事

業/７事業）、Ｃ評価はありませんでした。 

 

【計画期間中の主な取組】 

産休・育休明けの０歳児から２歳児までの保育需要に対応するため、低年齢児保育

の充実に取り組んでいます。平成 28 年度から平成３０年度にかけて、４つの認可保

育所を建て替え・改修し、低年齢児の定員を増やしました。こうした取組により、福

生市では平成 28 年度から平成 31 年度まで４年連続で、４月入所における「待機児

童数ゼロ」を達成しています。 

 

【第２期計画に向けた課題】 

未就学児調査では、子育てをする中で、どのような支援・対策が有効と感じている

かについて、「仕事と家庭生活の両立」が最も高く、小学生調査でも、上位となってい

ます。 

未就学児調査では、５年前に比べると、母親の育児休業を取得した割合は大きく増

加しているものの、父親は変化なしという状況となっています。また、未就学児調査

では、「育児休業制度が整っていれば、今後１年以上は在宅で子育てしたい」が３割弱

と高くなっています。 

引き続き、働きながら安心して子どもを生み育てることができるように、企業を含

めた仕事と子育ての両立支援の環境を確立するため、「ワーク・ライフ・バランス（仕

事と生活の調和）」の考え方を更に浸透させていくことが重要です。  
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（５）「基本目標５ 子どもにやさしいまちづくり」について  

【第１期計画の評価】 

災害や犯罪から生命と財産を守るため、災害対策や防犯体制を整備し、行政、地域、

警察等が連携してパトロール活動や防犯講習会を行い、災害対策のための基礎知識を

身に付けるための講演などを通して、安全安心なまちづくりを推進してきました。ま

た、生活道路や通学路の安全を確保し、暗い通りには街路灯を付けるなど、歩行者も

自転車も安全に移動できる環境の整備に取り組んできました。  

平成 30 年度において、目標全体では 17 事業のうち、平成 30年度のＡ評価は 16

事業、達成率は 94％（16 事業/17事業）であり、おおむね高い達成率となっていま

す。また、Ｂ評価は６％（１事業/17事業）、Ｃ評価はありませんでした。 

 

【計画期間中の主な取組】 

通学路見守り員の配置や防犯カメラによる見守りを実施するとともに、市内の道路

照明等の LED 化などに取り組んでいます。また、平成 30 年には市内全小学校の通

学路について、小学校・学童クラブ等から点検の要望があった箇所について点検を行

い、国や都、警察署等の関係機関に改善を要望しました。 

 

【第２期計画に向けた課題】 

子育てしやすいまちだと思うかについて、５年前に比べ、「そう思う」の割合が、未

就学児調査・小学生調査ともに高くなっています。 

小学生調査では、子どもたちの安全・安心な学校での生活の充実のために、どのよ

うな防犯上の取組が必要だと思うかについて、「登下校の見守り」が６割弱と最も高く

なっています。 

未就学児調査では、他市町村への引っ越す予定がある回答が一定数あることから、

定住化対策の観点からも、子育て支援策を検討していく必要があります。 

今後、人口構造や情報化社会の進展など社会環境が大きく変化している中で、福生

市の特性や今ある地域の資産の活用や、家庭・学校・地域・行政等との連携など、社

会全体で子どもにやさしいまちづくりを推進することが求められます。 

 


